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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期

第２四半期累計期間
第24期

第２四半期累計期間
第23期

会計期間

　　
自平成22年４月１日
至平成22年９月30日　

　

　　
自平成23年４月１日
至平成23年９月30日　

　

　　
自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

　　

売上高（千円） 6,998,666 6,813,108 13,927,498

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△24,573 △15,828 322,693

四半期純損失（△）又は当期純利益

（千円）
△101,340 △24,914 72,254

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
   －    － －

資本金（千円） 1,427,696 1,431,441 1,431,441

発行済株式総数（株） 3,822,100 3,830,300 3,830,300

純資産額（千円） 5,050,268 5,140,658 5,192,702

総資産額（千円） 16,960,214 17,840,078 16,762,344

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額（円）

△26.54 △6.50 18.90

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － 18.81

１株当たり配当額（円） 10.00 － 20.00

自己資本比率（％） 29.7 28.6 30.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
283,227 435,216 1,015,395

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△222,895 △620,717 △410,221

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△82,678 474,471 △594,589

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円）
232,363 554,264 265,293
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回次
第23期

第２四半期会計期間
第24期

第２四半期会計期間

会計期間

　　
自平成22年７月１日
至平成22年９月30日　

　　

　　
自平成23年７月１日
至平成23年９月30日　

　　

１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）
△4.94 △5.84

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第23期第２四半期累計期間及び第24期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

　

２【事業の内容】

  当第２四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）において、当社及び当社の関係会社が営む

事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）において、新たな事業等のリスクの発

生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）において、経営上の重要な契約等の決定又は

締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

 (1) 業績の状況

　当第２四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）における我が国経済は、東日本大震災の影

響や電力需給対策等により、企業の経済活動に混乱が生じ、先行き不透明な状況が続きました。 

　当スポーツクラブ業界におきましても、雇用情勢の悪化等により個人消費は落ち込んでおり、厳しい経営環境で推

移しております。

　このような経営環境の中、当社は以下の施策を実施してまいりました。

　個人消費の動向が不透明な状況においては、経費の圧縮を図ることが重要であるため、人員配置や業務内容の見直

しを行い、店舗運営の効率化を図ってまいりました。これによって、各営業店の収益基盤の強化を推進しておりま

す。

　一方、営業体制の強化を図るための組織改正を行い、きめの細かいマーケティングができる体制を構築いたしまし

た。そして、夏休みを利用した子供のスイミングスクール短期教室やターゲットを絞ったキャンペーンの実施等に

より新規入会者の獲得を促進すると共に、既存会員向けサービスの向上を図るための人材育成に注力し、会員定着

率の向上を図ってまいりました。しかしながら、東日本大震災発生日以降に積極的な営業活動を控えた期間があっ

たこと等の影響により、会員数は減少しており、平成22年３月31日までにオープンした既存店の会員数は、平成23年

９月30日時点で前年同期比5.7％減となっております。なお、全店の会員数が平成23年９月30日時点で前年同期比

3.7％減となっておりますが、これは平成23年３月に、「メガロス恵比寿店（東京都渋谷区）」をパーソナルトレー

ニングに特化した店舗に営業コンセプトの変更を行ったことにより、受け入れ可能な会員数が大幅に減少した影響

が含まれております。

施設面では、平成23年８月に「メガロス吉祥寺店（東京都武蔵野市）」のリニューアル工事を実施し、設備の入

替えや、トレーニングマシンの刷新等を行い、店舗のクオリティの向上に努めてまいりました。 

　その他、平成23年９月に予定どおり「メガロス葛飾店（東京都葛飾区）」をオープンし、平成23年12月に新規出店

を予定している「メガロス上永谷店（神奈川県横浜市港南区）」について、オープン前会員募集を実施し業容の拡

大にも取組んでまいりました。

　以上の結果、当第２四半期累計期間におきましては、売上高は6,813百万円（前年同期比2.7％減）となりました。

　一方、利益面では経費の圧縮を図ったことにより売上高の減収をカバーし、経常利益は△15百万円（前年同期比8

百万円増）、四半期純利益は△24百万円（前年同期比76百万円増）となりました。なお、前年同期においては資産除

去債務に関する会計基準に対応するための過年度分の一括処理費用として、99百万円を特別損失として計上してお

ります。
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①部門別売上高の状況 

　部　門

　当第２四半期累計期間
（自　平成23年４月１日　　
　　至　平成23年９月30日）

　金額（千円） 　構成比（％） 前年同期比（％）　

フィットネス部門 4,469,563  65.6 △4.3

 スイミングスクール 726,379  10.7 ＋6.5

 テニススクール 552,826  8.1 △1.0

 その他スクール 270,747  4.0 △3.4

スクール部門合計 1,549,953  22.7 ＋1.9

プロショップ部門 413,092  6.1 △8.7

その他の収入（注）３ 380,498  5.6 ＋7.6

合　計 6,813,108  100.0 △2.7

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．割合については、小数点第２位を四捨五入しております。

３．スポーツクラブ施設に付帯する駐車料金、プライベートロッカー等の収入であります。

　

②部門別会員数の状況 

　部　門

当第２四半期会計期間末
（平成23年９月30日現在）

会員数（名）　
（注）

前年同期比（名）　 前年同期比（％）　

フィットネス部門 92,653 △5,755 △5.8

 スイミングスクール 21,690 1,316  ＋6.5

 テニススクール 11,519     △565 △4.7

 その他スクール 6,141     △112 △1.8

スクール部門合計 39,350 639  ＋1.7

合　計 132,003 △5,116  △3.7

　（注）平成23年９月30日現在、在籍されている会員数です。

　

 (2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末（平成23年９月30日）における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は

554百万円となり、前事業年度末と比較して288百万円の増加となりました。

　当第２四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）における各キャッシュ・フローの状

況とそれらの要因は次のとおりであります。

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は435百万円（前年同四半期累計期間比151百万円増）の資金の増加とな

りました。これは主に、法人税等を支払った一方で、減価償却費を計上したこと等によるものであります。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は620百万円（同397百万円減）の資金の減少となりました。これは主に、

有形固定資産を取得したこと等によるものであります。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は474百万円（同557百万円増）の資金の増加となりました。これは主に、

借入金による資金調達を行ったこと等によるものであります。

 

 (3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）において、当社が対処すべき課題につい

て重要な変更はありません。
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 (4) 研究開発活動

　該当事項はありません。

 

 (5) 主要な設備

　主要な設備について前事業年度末において計画中であった主要な設備の新設について、当第２四半期累計期間に

著しい変動があったものは、次のとおりであります。
　
　メガロス葛飾店（東京都葛飾区）については、平成23年８月に完了し、営業を開始しております。　

　
 (6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社の売上高は、会員からの会費収入に大きく依存しており、新規入会者の獲得及び会員定着率の向上により会

員数を確保することが重要であります。その為に、既存店では定期的なリニューアル工事の実施や、質の高いサー

ビスの提供を行うための人材の確保と育成に力を入れております。

　また、売上を大きく伸ばしていくためには、新店の出店が欠かせません。情報力の強化を図り、厳選した立地に新

規出店を継続してまいります。

 

 (7) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　(2)「キャッシュ・フローの状況」をご参照下さい。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成23年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月11日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 3,830,300 3,830,300

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式

単元株式数

100株

計 3,830,300 3,830,300 ― ―

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成23年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 　①株式会社メガロス　2011年度第１回新株予約権

　決議年月日 平成23年７月27日
　新株予約権の数（個）　 79　
　新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―　
　新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　
　新株予約権の目的となる株式の数（株）　 7,900　
　新株予約権の行使時の払込金額（円）　 １株当たり１　

　新株予約権の行使期間　
自　平成24年８月22日
至　平成29年８月21日　

　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
　発行価格及び資本組入額（円）　

　　発行価格　1,034
　資本組入額　　517　

　新株予約権の行使の条件　 （注）１のとおり　

　新株予約権の譲渡に関する事項
　譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決
　議による承認を要する。　

 代用払込みに関する事項 　―

　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　（注）２のとおり
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②株式会社メガロス　2011年度第２回新株予約権

　決議年月日 平成23年７月27日
　新株予約権の数（個）　 260　
　新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―　
　新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
　新株予約権の目的となる株式の数（株）　 26,000　

　新株予約権の行使時の払込金額（円）　
　　　　　　　　　　１株当たり1,105
　　但し、当該払込金額（以下「行使価額」という）は　　
　　（注）３の定めにより調整を受けることがある。　

　新株予約権の行使期間　
自　平成25年８月22日
至　平成30年８月21日　

　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
　発行価格及び資本組入額（円）　

    発行価格　1,340
  資本組入額　  670　

　新株予約権の行使の条件　 （注）４のとおり　

　新株予約権の譲渡に関する事項
　譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決
　議による承認を要する。　

 代用払込みに関する事項 　―

　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　（注）５のとおり

　

（注）１．①新株予約権の割当てを受けた者（以下「対象者」という）は、新株予約権の行使時まで継続して、当社の取

締役、監査役、相談役、顧問、理事、参与その他これらに準じる地位又は従業員の地位（以下総称して「要件地

位」という）にあることを要する。

②対象者が要件地位を喪失した場合、①にかかわらず、要件地位喪失日又は表中の「新株予約権の行使期間」

（以下「権利行使期間」という）の開始日のいずれか遅い日から１年が経過する日（但し、権利行使期間の

満了日までとする）までに限り、新株予約権を行使することができる。

③対象者が死亡したときは、その直前において、対象者が①の条件を満たしていた場合、又は②に基づき行使す

ることができた場合には、その相続人は当該新株予約権を相続し、新株予約権を行使することができる（当

該相続により承継した者を以下「権利承継者」という）。但し、権利承継者が行使することができる期間は、

①の場合は、対象者死亡の日又は権利行使期間の開始日のいずれか遅い日から１年が経過する日（但し、権

利行使期間の満了日までとする）までとし、②の場合は、対象者が②に基づき行使することができるとされ

た期間と同一とする。

④権利承継者が死亡した場合、その相続人は新株予約権を行使することができない。

⑤対象者又は権利承継者は割当てを受けた新株予約権を１回に限り行使することができるものとし、これを複

数回に分割して行使することはできない。

⑥新株予約権１個の一部についての権利行使はできない。

２．当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以下総

称して「組織再編行為」という）をする場合、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する新株予約権

（以下「残存新株予約権」という）の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併により設立する株

式会社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株式会

社、新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社、又は

株式移転により設立する株式会社（以下総称して「再編対象会社」という）の新株予約権を以下の条件にて

交付する。この場合において、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに交付する。但し、以

下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権と同一の数をそれぞれ交付する。
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②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、表中の「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

④各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は１株当たりの払込みをすべき金額を１円

とし、これに③に従って決定される新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた金額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、権利行使期間の満了日までとす

る。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(1)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い計算される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は切

り上げる。

(2)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、(1)に記載の資本金等

増加限度額から(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

⑧新株予約権の行使の条件

前記（注）１に準じて決定する。

⑨新株予約権の取得に関する事項

以下に定める議案を目的事項とする株主総会の招集を取締役会が決議した場合（株主総会決議が不要の場

合は当該議案につき取締役会が決議した場合）又は株主から当該株主総会の招集の請求があった場合にお

いて、取締役会が取得する日を定めたときは、当該日が到来することをもって、当社は新株予約権の全部又は

一部を無償で取得する。なお、新株予約権の一部を取得する場合には、当社取締役会の決議によりこれを定め

る。

(1)当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(2)当社が分割会社となる吸収分割契約又は新設分割計画承認の議案

(3)当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

(4)当社の発行する全部の株式の内容として、譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要する旨の

定めを設ける定款変更の議案

(5)新株予約権の目的である株式の内容として、譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

と若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得できることについて

の定めを設ける定款変更の議案

⑩新株予約権を行使した際に１株に満たない端数がある場合の取決め

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。
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　　　３．当社普通株式につき株式の分割又は株式の併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる

１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社がその発行する当社普通株式又はその処分する当社の保有する当社普通株式を引き受ける者の募集

をする場合であって、払込金額が引き受ける者に特に有利な金額であるときは、次の算式により行使価額を調

整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

前記の算式で使用する「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式にかか

る自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式

数」を「処分する自己株式数」、「１株当たりの払込金額」を「１株当たり処分金額」と読み替える。

前記のほか、当社は、株式又は新株予約権の無償割当てを行う場合、その他行使価額の調整を必要とする場合に

は、当社が必要と認める行使価額の調整を行う。

４．①新株予約権の割当てを受けた者（以下「対象者」という）は、新株予約権の行使時まで継続して、当社の取

締役、監査役、相談役、顧問、理事、参与その他これらに準じる地位又は従業員の地位（以下総称して「要件地

位」という）にあることを要する。

②対象者は、新株予約権の行使時点で当社の就業規則に基づく諭旨解職若しくは懲戒解職の決定又はこれらに

準じる事由がないことを要する。

③対象者が要件地位を喪失した場合でも、要件地位喪失の理由が、定年退職、契約上限年齢到達による退職、社

命による退職、業務上の傷病による廃疾を主たる理由とする退職、やむを得ない事業上の都合による解雇

（整理解雇）、又はこれらに準じる理由による退任・退職であるときは、①にかかわらず、要件地位喪失日又

は表中の「新株予約権の行使期間」（以下「権利行使期間」という）の開始日のいずれか遅い日から１年

が経過する日（但し、権利行使期間の満了日までとする）までに限り、新株予約権を行使することができる。

④対象者が死亡したときは、その直前において、対象者が①及び②の条件を満たしていた場合、又は③に基づき

行使することができた場合には、その相続人は当該新株予約権を相続し、新株予約権を行使することができ

る（当該相続により承継した者を以下「権利承継者」という）。但し、権利承継者が行使することができる

期間は、①及び②の条件を満たしていた場合は、対象者死亡の日又は権利行使期間の開始日のいずれか遅い

日から１年が経過する日（但し、権利行使期間の満了日までとする）までとし、③の場合は、対象者が③に基

づき行使することができるとされた期間と同一とする。

⑤権利承継者が死亡した場合、その相続人は新株予約権を行使することができない。

⑥対象者又は権利承継者は割当てを受けた新株予約権を２回を超える回数に分割して行使することができな

い。

⑦新株予約権１個の一部についての権利行使はできない。

⑧その他の条件については、当社と対象者との間で締結する「新株予約権割当契約」の定めるところによる。

５．当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以下総

称して「組織再編行為」という）をする場合、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する新株予約権

（以下「残存新株予約権」という）の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併により設立する株

式会社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株式会

社、新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社、又は

株式移転により設立する株式会社（以下総称して「再編対象会社」という）の新株予約権を以下の条件にて

交付する。この場合において、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに交付する。但し、以

下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数
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組織再編行為の条件等を勘案の上、表中の「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

④各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、表中

の「新株予約権の行使時の払込金額」の行使価額に準じて決定された金額に、③に従って決定される新株予

約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた金額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、権利行使期間の満了日までとす

る。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(1)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い計算される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は切

り上げる。

(2)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、(1)に記載の資本金等

増加限度額から(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

⑧新株予約権の行使の条件

前記（注）４に準じて決定する。

⑨新株予約権の取得に関する事項

以下に定める議案を目的事項とする株主総会の招集を取締役会が決議した場合（株主総会決議が不要の場

合は当該議案につき取締役会が決議した場合）又は株主から当該株主総会の招集の請求があった場合にお

いて、取締役会が取得する日を定めたときは、当該日が到来することをもって、当社は新株予約権の全部又は

一部を無償で取得する。なお、新株予約権の一部を取得する場合には、当社取締役会の決議によりこれを定め

る。

(1)当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(2)当社が分割会社となる吸収分割契約又は新設分割計画承認の議案

(3)当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

(4)当社の発行する全部の株式の内容として、譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要する旨の

定めを設ける定款変更の議案

(5)新株予約権の目的である株式の内容として、譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

と若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得できることについて

の定めを設ける定款変更の議案

⑩新株予約権を行使した際に１株に満たない端数がある場合の取決め

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　 該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）　　

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成23年７月１日～

平成23年９月30日　
― 3,830,300 ― 1,431,441 ― 1,131,441

　

EDINET提出書類

株式会社メガロス(E05718)

四半期報告書

12/26



（６）【大株主の状況】

 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

野村不動産ホールディ

ングス株式会社
東京都新宿区西新宿一丁目26番２号　 2,103,60054.92

ジャフコＶ２共有投資

事業有限責任組合
東京都千代田区大手町一丁目５番１号　 520,000 13.58

メガロス従業員持株会 東京都渋谷区恵比寿南二丁目４番４号　 308,000 8.04

あいおいニッセイ同和

損害保険株式会社
東京都港区浜松町二丁目11番３号　 28,000 0.73

ジャフコＶ２－Ｒ投資

事業有限責任組合
東京都千代田区大手町一丁目５番１号　 24,000 0.63

株式会社ジャフコ 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 16,800 0.44

木皿儀　邦夫 東京都日野市 16,200 0.42

高越　忠尚 神奈川県茅ヶ崎市 14,600 0.38

ジャフコＶ２－Ｗ投資

事業有限責任組合
東京都千代田区大手町一丁目５番１号 11,200 0.29

神取　章太郎 神奈川県横浜市戸塚区 8,500 0.22

計 － 3,050,90079.65
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　3,829,900 38,299
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

単元未満株式 普通株式　　　　400 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 3,830,300 － －

総株主の議決権 － 38,299 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式50株が含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【役員の状況】

  該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成23年７月１日から平成23年

９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 265,293 554,264

預け金 6,376 11,595

売掛金 87,298 104,605

商品及び製品 158,295 176,610

前払費用 329,052 329,261

繰延税金資産 92,441 86,189

その他 53,793 50,619

貸倒引当金 △6,100 △3,800

流動資産合計 986,452 1,309,346

固定資産

有形固定資産

建物 13,712,597 14,267,432

減価償却累計額 △3,503,085 △3,838,191

建物（純額） 10,209,511 10,429,240

構築物 432,010 433,215

減価償却累計額 △214,056 △225,010

構築物（純額） 217,953 208,205

車両運搬具 14,968 14,968

減価償却累計額 △11,111 △12,075

車両運搬具（純額） 3,856 2,892

工具、器具及び備品 908,167 1,007,729

減価償却累計額 △693,884 △738,135

工具、器具及び備品（純額） 214,282 269,593

リース資産 537,167 1,021,410

減価償却累計額 △195,805 △254,323

リース資産（純額） 341,362 767,087

建設仮勘定 100,170 231,518

有形固定資産合計 11,087,137 11,908,538

無形固定資産

ソフトウエア 147,157 102,435

その他 31,076 29,711

無形固定資産合計 178,233 132,146

投資その他の資産

敷金及び保証金 4,268,620 4,250,126

長期前払費用 198,066 190,112

繰延税金資産 30,334 36,308

その他 13,500 13,500

投資その他の資産合計 4,510,521 4,490,046

固定資産合計 15,775,892 16,530,732

資産合計 16,762,344 17,840,078
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 48,372 54,422

短期借入金 － 300,000

1年内返済予定の長期借入金 3,050,000 3,050,000

リース債務 113,575 140,247

未払金 362,735 535,826

未払費用 179,726 196,856

未払法人税等 177,480 25,414

未払事業所税 47,197 23,877

未払消費税等 55,759 －

前受金 391,062 493,026

預り金 23,079 22,740

賞与引当金 99,147 114,666

役員賞与引当金 12,800 6,404

商品割引券引当金 772 896

災害損失引当金 8,210 350

その他 5,812 5,938

流動負債合計 4,575,730 4,970,665

固定負債

長期借入金 6,225,000 6,500,000

リース債務 253,163 701,996

受入敷金保証金 62,942 63,102

資産除去債務 452,805 463,656

固定負債合計 6,993,911 7,728,755

負債合計 11,569,642 12,699,420

純資産の部

株主資本

資本金 1,431,441 1,431,441

資本剰余金 1,131,441 1,131,441

利益剰余金 2,611,134 2,547,918

自己株式 △54 △54

株主資本合計 5,173,963 5,110,746

新株予約権 18,739 29,912

純資産合計 5,192,702 5,140,658

負債純資産合計 16,762,344 17,840,078
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 6,998,666 6,813,108

売上原価 6,361,033 6,130,819

売上総利益 637,632 682,289

販売費及び一般管理費 ※
 581,072

※
 620,722

営業利益 56,560 61,566

営業外収益

受取利息 13,162 12,207

その他 839 1,947

営業外収益合計 14,001 14,154

営業外費用

支払利息 92,682 89,364

その他 2,452 2,184

営業外費用合計 95,135 91,549

経常損失（△） △24,573 △15,828

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 99,909 －

特別損失合計 99,909 －

税引前四半期純損失（△） △124,483 △15,828

法人税、住民税及び事業税 13,642 8,807

法人税等調整額 △36,786 278

法人税等合計 △23,143 9,085

四半期純損失（△） △101,340 △24,914
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △124,483 △15,828

減価償却費 489,622 510,454

固定資産除却損 1,024 2,050

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,100 △2,300

賞与引当金の増減額（△は減少） 18,030 15,519

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △6,396 △6,396

受取利息及び受取配当金 △13,162 △12,207

支払利息 92,682 89,364

売上債権の増減額（△は増加） 10,457 △17,306

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,789 △18,315

仕入債務の増減額（△は減少） △31,238 6,050

未払金の増減額（△は減少） △45,934 53,466

未払費用の増減額（△は減少） 7,387 16,605

前受金の増減額（△は減少） △779 101,964

未払消費税等の増減額（△は減少） △46,287 △55,759

預り金の増減額（△は減少） 2,885 △338

その他 111,975 14,292

小計 456,894 681,316

利息及び配当金の受取額 1,688 1,488

利息の支払額 △90,950 △88,840

法人税等の支払額 △84,404 △158,747

営業活動によるキャッシュ・フロー 283,227 435,216

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △281,343 △676,844

無形固定資産の取得による支出 △4,935 △6,500

敷金及び保証金の差入による支出 － △30,266

敷金及び保証金の回収による収入 63,383 105,399

その他 － △12,506

投資活動によるキャッシュ・フロー △222,895 △620,717

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 300,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △44,520 △62,226

長期借入れによる収入 － 300,000

長期借入金の返済による支出 － △25,000

株式の発行による収入 5 －

配当金の支払額 △38,164 △38,302

財務活動によるキャッシュ・フロー △82,678 474,471

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △22,346 288,970

現金及び現金同等物の期首残高 254,709 265,293

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 232,363

※
 554,264

EDINET提出書類

株式会社メガロス(E05718)

四半期報告書

19/26



【追加情報】

当第２四半期累計期間

（自　平成23年４月１日

　　至　平成23年９月30日）　

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号　平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日)を適用しております。

　

　

EDINET提出書類

株式会社メガロス(E05718)

四半期報告書

20/26



　

【注記事項】

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

広告宣伝費 39,915千円

役員報酬 42,000千円

役員賞与引当金繰入額　 6,404千円

従業員給与賞与　 209,003千円

賞与引当金繰入額

株式報酬費用

4,542千円

11,037千円

福利厚生費　 42,442千円

旅費交通費 9,940千円

通信運搬費　 10,040千円

器具・備品費 42,057千円

委託顧問費 68,612千円

不動産費 32,202千円

減価償却費 18,577千円

租税公課 19,657千円

貸倒引当金繰入額 1,520千円

その他 23,118千円

広告宣伝費 32,146千円

役員報酬 42,000千円

役員賞与引当金繰入額　 6,404千円

従業員給与賞与　 226,866千円

賞与引当金繰入額

株式報酬費用

4,758千円

11,172千円

福利厚生費　 54,706千円

旅費交通費 10,151千円

通信運搬費　 13,591千円

器具・備品費 41,369千円

委託顧問費 72,148千円

不動産費 37,741千円

減価償却費 22,860千円

租税公課 19,455千円

貸倒引当金繰入額 783千円

その他 24,567千円

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年９月30日現在）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年９月30日現在）

現金及び預金勘定 232,363千円

現金及び現金同等物 232,363千円

　

現金及び預金勘定 554,264千円

現金及び現金同等物 554,264千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日

定時株主総会
普通株式 38 10平成22年３月31日平成22年６月24日利益剰余金

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後と

なるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月26日

取締役会
普通株式 38 10平成22年９月30日平成22年12月10日利益剰余金

　

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日

定時株主総会
普通株式 38 10平成23年３月31日平成23年６月29日利益剰余金

（金融商品関係）

　前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、注記の対象から除いております。

　

（有価証券関係）

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　金利スワップを行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いておりま

す。

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

　

（セグメント情報等）

前第２四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自　平成23

年４月１日　至　平成23年９月30日）

【セグメント情報】

　当社はスポーツクラブ運営及びスポーツ用品等の販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 26円54銭 6円50銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（千円） 101,340 24,914

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 101,340 24,914

普通株式の期中平均株式数（株） 3,817,583 3,830,250

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失金額であるため記載しておりません。　

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年11月11日

株式会社メガロス

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森重　俊寛　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 竹之内　和徳　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メガロスの

平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第24期事業年度の第２四半期会計期間（平成23年７月１日から平成23年９

月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に表示

するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メガロスの平成23年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

 ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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